
 

 

様式第３（第７条関係） 

 

 

 

変更届出書 

 

２０２６年４月１３日 

 

富山県知事 殿 

                        三井住友信託銀行株式会社 

代表取締役 米山 学朋 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  

 

大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

   イオンモールとなみ 

   富山県砺波市中神一丁目１７４番地 外２０筆 

 

２ 変更しようとする事項 

  （１）駐輪場の位置及び収容台数（別添図－３ 全体配置図参照） 

（変更前） 

駐輪場名 位置 収容台数 

駐輪場 No.1 建物周囲・西側 202 台  

駐輪場 No.2 建物周囲・東側 45 台  

計  247 台  

必要駐輪台数  247 台  

 

（変更後） 

駐輪場名 位置 収容台数 

駐輪場 No.1 建物周囲・西側 202 台  

駐輪場 No.2 建物周囲・東側 15 台  
駐輪場 No.4 建物周囲・北側 10 台  

駐輪場 No.5 建物周囲・南側 20 台  

計  247 台  

必要駐輪台数  182 台  

 

 

 

※受理年月日 年  月  日 

※受理番号 

※備考 



３ 変更する年月日 

   2026 年 7 月 20 日予定 

 

４ 変更する理由 

  【駐輪場所の変更】 

  とやまエコストアの取組強化に伴いリサイクルステーション（古紙回収機）の設置および既存 

駐輪場の場所にアルミ缶回収機・ペットボトル回収機およびリサイクルＢＯＸ（食品トレイ・ 

紙パック・アルミ缶・ペットボトル）の設置を計画しております。 

そのため、自転車等での来店のお客さまに対して敷地内の他の場所に駐輪場を設け駐輪台数の 

確保を行ったため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指針配慮事項 

 

１ 駐輪場の計画 

(1) 駐輪場の構造、収容台数及び面積 

駐輪場 No. 駐輪場構造※ 収容台数 面積 

駐輪場 No.1 平面式 202台 202㎡ 

駐輪場 No.2 平面式 15台 15㎡ 

駐輪場 No.4 平面式 10台 10㎡ 

駐輪場 No.5 平面式 20台 20㎡ 

合計 平面式 247台 247㎡ 

 

(2) 駐輪場台数の予測の結果と算出根拠 

項 目 予測数値 予測数値の根拠等 

S：店舗面積 19.216千㎡  

A：日来店客数 950 人／日・千㎡ 一律・指針数値 

B：ピーク率 14.4％ 一律・指針数値 

ピーク時来店客数 2,629人 S×A×B 

5㎞商圏人口 46,668人  

1㎞商圏人口 6,252人 
自転車での御来店は 

1㎞圏内と設定 

1㎞商圏人口比率 13.40％ 1㎞圏内の人口比率 

C：自転車分担率＝1㎞商圏人口比率×30％ 4.02％ 13.40％×（100％－70％） 

   自転車分担率 70％ 一律・指針数値 

E：平均駐輪時間係数 1.72 一律・指針数値 

必要駐輪台数 182台 S×A×B×C×E 

届出の駐輪台数 247台  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政府統計ポータルサイト ｅ－Ｓｔａｔ 

令和２年国勢調査 令和３年経済センサスより 



(3) 駐輪場の管理体制等の配慮事項 

項  目 具体的な内容等 

整理員等の配置 警備員により定期的に見回りを行っております。 

 

(4) 駐輪場案内の表示方法 

     駐輪場には、駐輪施設である旨の表示をした看板を設置しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ その他の配慮事項 

 

 

 

 

 

 

項  目 取組み内容 

地域コミュニ

テ ィ へ の 参

加・協力 

地域のイベント・活動（祭り、文化・スポ

ーツ、社会貢献 等）への参加・協力（運

営参加、場所提供、協賛金 等） 

・砺波市で開催される夜高祭に協力して

います。 

地域のボランティア団体、ＮＰＯ等の活

動（祭り、文化・スポーツ、社会貢献 等）

への参加・協力（運営参加、場所提供、協

賛金 等） 

・地域活性化に取り組むボランティア団

体、ＮＰＯ等の活動に対し依頼内容によ

り協力する用意があります。 

・イオン幸せの黄色いレシートキャンペ

ーンを行い、地域のボランティア団体等

を応援する取り組みを行っています。 

地域住民・団体の交流スペースの提供（フ

リースペースの設置、ポスター掲示等の

場所提供 等） 

・イオンモールウォーキング（店舗内を

屋内ウォーキングコースとして提供）を

実施しています。 

地域の学校等からの社会見学や体験学習

の受け入れ（１４歳の挑戦 等） 

・市内中学校の「１４歳の挑戦」を受け入

れております。 

その他 
・従業員に対し、ボランティア活動の積

極的な参加を呼びかけます。 

地域経済活性

化の推進 

商工会議所・商工会に加入 
・イオンリテール株式会社が砺波商工会

議所に加入しています。 

商店街組織（商店街振興組合、事業協同

組合、任意の商店街団体、商店街連盟 

等）に加入 

― 

地産地消の推進（地元産品コーナー設置、

ＰＲ 等） 

・店内に地元産品コーナーを常設してい

ます。 

県内商業者との取引促進 
・県内商業者との取引に積極的に取り組

んでいます。 

県内商業者のテナント入居促進 
・県内商業者にテナント入居を積極的に

呼びかけます。 

地域の商工団体、商店街、商店との協力・

連携（共通ポイント導入、提携セール開

催、近隣商工団体との意見交換会開催 

等） 

・「となみチューリップＷＡＯＮ」を発行

し地元振興に役立てています。 

従業員を地域から雇用 
従業員については、地域からの雇用を優

先しています。 

その他  



   

 

 

 

安全安

心なま

ちづく

りへの

参加・

協力 

災害時に避難場所や緊急物資を提供 ・砺波市と締結している地域貢献連携協定、富

山県と締結している包括連携協定に基づき協

力いたします。 

防災訓練等への参加・協力（地域の防災

訓練への参加、消防団活動への参加 等） 

・地域の防災訓練への参加など地域の要請に応

じ協力する用意があります。 

防犯・青少年非行防止対策等への協力（防

犯カメラ設置、駐車場の巡回 等） 

・警備員や従業員による巡回を行います。 

・店内外に防犯カメラを設置しています。 

地域の交通安全への協力（交通安全運動

への参加、店内放送による交通事故防止

啓発 等） 

・地域の要請に応じ協力する用意があります。 

公共交通機関の利用促進 ・Ｗｅｂ等で公共交通機関の利用を積極的に呼

びかけています。 

その他 ・従業員の救命講習会への受講を促進します。 

環境対

策推進

への参

加・協

力 

プラスチックごみなど廃棄物の削減対策

（マイバック持参推進、簡易包装の実施、

リユース商品の販売 等） 

・マイバック・マイバスケットを推進し、レジ

袋を削減します。 

・イオンではグループ全体で「リデュース」「リ

サイクル」「リユース」の３Ｒを推進し廃棄物ゼ

ロを目指しています。 

来客からの資源物の回収・再資源化（ト

レイ、アルミ缶、牛乳パックの回収 等） 

・資源回収ボックスを設置し、トレイ、アルミ

缶、牛乳パックを回収し、集めた資源物をリサ

イクルしています。 

食品ロス削減対策（ばら売り、量り売り

の実施、納品期限・販売期限の緩和 等） 

・食品保存容器の提案、食材を無駄なく使うレ

シピの紹介、ＰＯＰ等での食品ロス削減の呼び

かけを行っています。 

省エネルギー活動（省エネルギー型機器

の導入、適切な空調温度設定、節水 等） 

・店舗で使用する空調機、照明等は、省エネル

ギー型機器を採用しています。 

敷地内の緑化推進 ・敷地の周辺にイオンの森を設置しています。 

店舗周辺の清掃（ゴミ拾い 等）、美化活

動（花植え 等） 

・店舗周辺での定期的な清掃活動を実施してい

ます。 

その他 ・環境マネジメントシステムに関する国際規格

であるＩＳＯ１４００１の認証を取得してい

ます。 



以 上 

共生社会等へ

の配慮 

店舗・駐車場等のユニバーサルデザインの導

入 

・店舗はユニバーサルデザインを取

り入れた設計としています。 

・バリアフリー法の認定を受けてい

ます。 

高齢者や障害者の雇用促進 ・「障害者の雇用の促進等に関する法

律」を遵守し、法律の基準を上回る積

極的な雇用を促進します。 

・「高年齢者等の雇用の安定等に関す

る法律」を遵守し、高齢者の雇用機会

を確保します。 

その他 ・イオングループでは従業員のサー

ビス介助士の取得、認知症サポータ

ー認定取得を推進しています。 

・中途採用に積極的に取り組みます。 

撤退時の配慮 早期に地域の関係先へ情報提供 ・早期に地域の関係先へ情報提供を

行います。 

後継店舗の確保や従業員の再就職先支援 ・地域住民の買い物の利便性の低下

を極力抑えるため、後継店舗の確保

に努めます。 

・従業員の再就職支援を行います。 

店舗閉鎖に伴う環境悪化を防止するための建

物等の管理 

・店舗閉鎖時は、建物等の管理に十分

留意します。 

その他 ・後継店の紹介により、取引先企業の

経営悪化防止に配慮します。 

その他  


